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食生活指導を用いた健康教育の一つの試み
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目的　健康な青年を対象者として食生活，身体活動や健康状態を調査し，コンピューターを用い

て一人ずつに健康増進のための診断・指導を行うという方法を考案し，この方法が多人数に

対する健康教育の一つの方法として有用であるかについて検討した。

方法　836人の健康な青年女子を対象者として，食生活，身体活動，健康状況を調査（調査①）

し，把握した現状に基づきコンピュータにより一人ずつに診断・指導し，同時にそれらに対

する感想（アドバイスを生かそうと思うか，等）を調査（調査②）した。4カ月後，アドバ

イスを「取り入れているか」を調査（調査③）し，さらに4カ月後，調査①と同じ調査（調

査④）を行い調査③での「取り入れた」という回答が行動に反映されているかを，調査①と

④を比較する事により把握し，健康教育の一方法として用いることの可能性について検討し

た。

結果　1.　食生活および身体活動に関する指導を生かそうと思う者ほど，4カ月後，アドバイス

を取り入れていると回答する割合が高かった。

　2.　アドバイスを取り入れたと回答し，実際の行動で改善のみられた割合が高かったの

は，野菜を摂取，朝食を充実，牛乳を毎日飲む，塩分を控える，欠食しない，海藻の摂取頻

度を高める，菓子を控えるの7項目であった。

　3.　食生活を評価する2つのスコアを用いて食生活の推移を5つのパターンに分類し，ア

ドバイスを取り入れたかとの関連を検討した結果，アドバイスを取り入れた者では食生活が

好ましく推移した割合が高かった。

　4.　身体活動に関するアドバイスを取り入れた者では，定期的運動や日常生活を活動的に

するという点で改善されている割合が高かった。

　5.　疲労自覚症状の有訴数は2回目調査時には増加したがアドバイスを取り入れた者では

その程度は少なかった。

結論　アドバイスを生かそうと思う者ほど4カ月後，アドバイスを取り入れたと回答し，取り入

れたと回答した者ではその4カ月後には行動に移していることや疲労自覚症状の増加が抑制

されている現状が把握できた。これらの結果は本方法が多人数に対する健康増進の一つの方

法として有用である可能性を示していると思われる。
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